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利 用 さ れ る 方 々 へ 

 

１ この概要は、内閣府が示した｢県民経済計算標準方式｣に基づき、本県が推計した県

民経済計算の結果を掲載したものです。 

 

２ この標準方式は、国際連合が 2009 年に採択した国際標準方式 08SNA（A System of 

National Accounts 2008）に準じて作成されています。 

 

３ 県民経済計算の計数は、使用する基礎資料の改訂や、周期調査の公表、推計方法の

変更等により平成 18 年度まで遡って改定しており、過去の公表値と異なる場合があり

ます。 

したがって、平成 18 年度以降の計数を利用される場合は、この概要及び本県の統計

情報等の公共データを公開するホームページ(「福岡県オープンデータサイト

（https://www.open-governmentdata.org/fukuoka-pref）」)に掲載している統計表の計

数もしくは後日発行する報告書の計数を御利用ください。 

なお、平成 17 年度以前の計数については、次の該当部分を御参照ください。ただし、

これらの計数は体系基準年が異なり直接接続しないため、利用には注意してください。 

 

・平成元年度以前 … 「平成 8 年度福岡県民経済計算報告書｣ 

（平成 2 年基準・68SNA) 

・平成 2～7 年度 … ｢県民経済・市町村民経済計算報告書 平成 18 年 3 月｣ 

（平成７年基準・93SNA) 

・平成 8～12 年度 … ｢県民経済・市町村民経済計算報告書 平成 24 年 3 月｣ 

（平成 12 年基準・93SNA) 

    ・平成 13～17 年度 … 「県民経済・市町村民経済計算報告書 平成 29 年 3 月」 

                    （平成 17 年基準・93SNA） 

（一部の主要な計数は、本県の統計情報ホームページに掲載しています。） 

 

４ 本概要で引用した国民経済計算の諸計数は、｢平成 27 年度 国民経済計算年報｣

（内閣府）に拠るものです。 

 

５ 実質値は、特に断りのない限り、平成 23 暦年を参照年（デフレーター＝１００）とする連

鎖方式により算定したものです。 

 

６ 統計表において、合計項目の計数が各構成項目の計数の合計値と一致しない場合が

ありますが、これは単位未満を四捨五入していることによるものです。 

 

７ 統計表の増加率は、次式により計算しています。 

 

当年度の計数 
－1  ×前年度の計数の符号×100 

前年度の計数 

 

これにより、マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小した場合の増加率の

符号はプラスで表示されます。 



 

 

１ 平成 27（2015）年度 福岡県民経済計算の概況 

（１）概況 

平成27年度の日本経済は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚

起する成長戦略」を柱とする経済財政政策の推進により、雇用・所得環境が改善し、原油

価格の低下等により交易条件が改善する中で、緩やかな回復基調が続いた。 

このような状況で、本県経済を県民経済計算からみると、県内総生産は製造業、小売・

卸売業などが増加し、名目で前年度比3.7％増の18兆8,611億円、実質で同2.1％増の18

兆1,777億円となった。 

また、県民所得は、県民雇用者報酬、企業所得などが増加したことにより、同3.9％増の

13兆8,954億円となった。 

 

  

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度

県内総生産（名目） 181,911 188,611 1.3             3.7             

県内総生産（実質）(※) 178,067 181,777 -1.0           2.1             

県民所得 133,686 138,954 -0.0           3.9             

国内総生産（名目） 5,178,666 5,321,914 2.1             2.8             

国内総生産（実質） 5,103,931 5,171,953 -0.4           1.3             

国民所得 3,783,183 3,884,604 1.2             2.7             

(※)　平成23暦年連鎖価格

表１　県内総生産（名目・実質）と県民所得
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（２） 県内総生産（生産側） 

県内総生産とは、県内における経済活動によって新たに生み出された付加価値の総額

を市場価格で表示したものであり､産出額から原材料等の中間投入を控除したものである。 

平成27年度の県内総生産は、名目18兆8,611億円（対前年度比3.7％増）、実質18兆

1,777億円（同2.1％増）となった。 

県内総生産（名目）を各産業別にみると、第1次産業は、1,365億円（総生産の0.7％）で

対前年度比3.7％の増加となった。これは、米の収穫の増加により農業が増加したためであ

る。 

第2次産業は、3兆8,698億円（同20.5％）で同5.9％の増加となった。これは、主に製造業

が増加したためである。 

第3次産業は、14兆7,159億円（同78.0％）で同3.4％の増加となった。これは、主に卸売・

小売業が増加したためである。 
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図２ 県内総生産（名目）と全国シェアの推移
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図３ 県内総生産（名目）に対する対前年度増加寄与度（平成２７年度）

第３次産業第１次産業 第２次産業

※「輸入品に課される税・関税」「総資本形成に係る消費税」は除外している。 

 



 

 

 

表２　経済活動別県内総生産（名目値）

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度

1  農林水産業 1,316 1,365 0.7 0.7 3.7         0.0         

農業 1,085 1,090 0.6 0.6 0.4         0.0         

林業 63 61 0.0 0.0 -4.3        -0.0        

水産業 168 215 0.1 0.1 28.0        0.0         

2  鉱業 93 93 0.1 0.0 -0.5        -0.0        

3  製造業 26,461 28,844 14.5 15.3 9.0         1.3         

4,011 5,058 2.2 2.7 26.1        0.6         

5　建設業 10,000 9,760 5.5 5.2 -2.4        -0.1        

6　卸売･小売業 25,494 26,804 14.0 14.2 5.1         0.7         

7　運輸･郵便業 12,376 12,465 6.8 6.6 0.7         0.0         

8　宿泊・飲食サービス業 5,019 5,222 2.8 2.8 4.0         0.1         

9　情報通信業 10,216 10,449 5.6 5.5 2.3         0.1         

10　金融・保険業 6,740 6,811 3.7 3.6 1.1         0.0         

11　不動産業 20,864 21,222 11.5 11.3 1.7         0.2         

14,888 15,546 8.2 8.2 4.4         0.4         

13　公務 8,188 8,175 4.5 4.3 -0.2        -0.0        

14　教育 8,316 8,424 4.6 4.5 1.3         0.1         

15　保健衛生・社会事業 16,995 17,787 9.3 9.4 4.7         0.4         

16　その他のサービス 9,148 9,196 5.0 4.9 0.5         0.0         

 17　小計 180,125 187,222 99.0 99.3 3.9         3.9         

 18　輸入品に課される税・関税 3,048 3,108 1.7 1.6 2.0         0.0         

1,263 1,719 0.7 0.9 36.1        -0.3        

181,911 188,611 100.0 100.0 3.7         3.7         

（参考）

 第1次産業[1] 1,316 1,365 0.7 0.7 3.7         0.0         

 第2次産業[2, 3, 5] 36,554 38,698 20.1 20.5 5.9         1.2         

 第3次産業[4, 6～16] 142,255 147,159 78.2 78.0 3.4         2.7         

対前年度

増加率

（％）

増加

寄与度

（％）

 19　(控除)総資本形成に係る
    消費税

 20　経済活動別県内総生産
    （17+18-19）

項　　目
実額（億円） 構成比（％）

12　専門・科学技術、
　　 業務支援サービス業

4　電気・ガス・水道・
　  廃棄物処理業

 



 

 

表３　経済活動別県内総生産（実質値：平成23暦年連鎖価格）

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度
対前年度

増加率

（％）

1  農林水産業 1,268 1,154 -9.0       -0.1       103.8 118.3 14.0        

農業 1,051 910 -13.4     -0.1       103.2 119.8 16.0        

林業 61 59 -2.8       -0.0       103.6 102.0 -1.6        

水産業 150 176 17.4       0.0         111.9 121.9 9.0         

2  鉱業 77 70 -9.1       -0.0       121.2 132.7 9.5         

3  製造業 25,388 26,228 3.3         0.5         104.2 110.0 5.5         

3,196 3,493 9.3         0.2         125.5 144.8 15.4        

5　建設業 9,749 9,364 -3.9       -0.2       102.6 104.2 1.6         

6　卸売･小売業 24,951 26,469 6.1         0.9         102.2 101.3 -0.9        

7　運輸･郵便業 11,845 11,338 -4.3       -0.3       104.5 109.9 5.2         

8　宿泊・飲食サービス業 4,963 5,031 1.4         0.0         101.1 103.8 2.6         

9　情報通信業 10,306 10,592 2.8         0.2         99.1 98.7 -0.5        

10　金融・保険業 7,597 7,831 3.1         0.1         88.7 87.0 -2.0        

11　不動産業 21,328 21,796 2.2         0.3         97.8 97.4 -0.5        

14,361 14,762 2.8         0.2         103.7 105.3 1.6         

13　公務 8,113 8,095 -0.2       -0.0       100.9 101.0 0.1         

14　教育 8,302 8,410 1.3         0.1         100.2 100.2 0.0

15　保健衛生・社会事業 16,745 17,450 4.2         0.4         101.5 101.9 0.4         

16　その他のサービス 8,856 8,760 -1.1       -0.1       103.3 105.0 1.6         

 17　小計 176,927 180,746 2.2         2.1         101.8 103.6 1.7         

 18　輸入品に課される税・関税 2,002 2,147 7.2         0.1         152.2 144.8 -4.9        

870 1,089 25.2       -0.1       145.2 157.9 8.7         

178,067 181,777 2.1         2.1         102.2 103.8 1.6

（参考）

 第1次産業[1] 1,268 1,154 -9.0       -0.1       

 第2次産業[2, 3, 5] 35,188 35,643 1.3         0.3         

 第3次産業[4, 6～16] 140,485 143,975 2.5         2.0         

※連鎖方式では、加法整合性がないため、総数と内訳の合計は一致しない。

増加

寄与度

（％）

デフレーター（平成23暦年＝100）

 19　(控除)総資本形成に係る
    消費税

 20　経済活動別県内総生産

    （17+18-19）

項　　目

実額（億円）
対前年度

増加率

（％）

4　電気・ガス・水道・
　  廃棄物処理業

12　専門・科学技術、
　　 業務支援サービス業

 

 

 

 



 

 

（３） 県民所得とその分配 

県民所得とは、生産活動において労働、資本、土地などの生産要素を提供することの対

価として、県内居住者（企業を含む）に分配される付加価値の総額で、賃金、利子、地代、

企業利潤などの所得から形成され、県民雇用者報酬、財産所得、企業所得に分けられる。 

平成27年度の県民所得（注1）は、13兆8,954億円で対前年度比3.9％の増加となった。 

県民雇用者報酬は、9兆6,510億円（県民所得の69.5％）で同2.9％の増加となった。これ

は、賃金・俸給が増加したためである。 

財産所得の純受取額は、6,835億円（同4.9％）で同3.9％の増加となった。これは、一般

政府及び家計の純受取額が増加したためである。 

企業所得は、3兆5,609億円（同25.6％）で同6.9％の増加となった。これは、民間法人企

業の営業余剰及び財産所得純受取が増加したためである。 
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表４　県民所得及び県民可処分所得の分配

26年度 27年度 26年度 27年度

 １　県民雇用者報酬 93,804 96,510 70.2 69.5 2.9         2.0         

(1)賃金・俸給 77,906 80,123 58.3 57.7 2.8         1.7         

(2)雇主の社会負担 15,898 16,387 11.9 11.8 3.1 0.4

 2　財産所得(非企業部門) 6,577 6,835 4.9 4.9 3.9         0.2         

うち受取 10,096 10,298 7.6 7.4 2.0         0.2         

うち支払 3,519 3,463 2.6 2.5 -1.6        -0.0        

(1)一般政府 -1,756 -1,663 -1.3 -1.2 5.3         0.1         

(2)家計 8,208 8,371 6.1 6.0 2.0         0.1         

(3)対家計民間非営利団体 125 126 0.1 0.1 0.7         0.0

33,305 35,609 24.9 25.6 6.9         1.7         

(1)民間法人企業 21,556 23,265 16.1 16.7 7.9         1.3         

(2)公的企業 1,854 2,168 1.4 1.6 16.9        0.2

(3)個人企業 9,895 10,177 7.4 7.3 2.8 0.2

うち持ち家 6,807 6,883 5.1 5.0 1.1         0.1         

133,686 138,954 100.0 100.0 3.9         3.9         

13,674 14,740 10.2 10.6 7.8         

147,360 153,694 110.2 110.6 4.3         

 7　その他の経常移転（純） 11,495 12,024 8.6 8.7 4.6         

 8　県民可処分所得（6+7）（注２） 158,855 165,718 118.8 119.3 4.3         

 3　企業所得

　　（企業部門の第1次所得バランス）

 5　生産・輸入品に課される税
    （控除）補助金

 6　県民所得（市場価格表示）

    （4+5）

増加

寄与度

（％）

実額（億円） 構成比（％） 対前年度

増加率

（％）

項　　目

 4　県民所得（要素費用表示）

    （1+2+3）　　　　　　　  　（注１）

 

 
（注１）  県民所得は、通常「県民所得（要素費用表示）」の値をいう。 

（注２）  県民可処分所得とは、「県民所得（要素費用表示）」に「生産・輸入品に課される税（控除）補助金」と 

「その他の経常移転（純）」を加えたものに等しく、県民全体（企業を含む）の使用可能な所得を表して

いる。 

なお、その他の経常移転（純）とは、財産所得以外の経常移転のことで、市場価格を変化させず、使

途が資本形成でないものを指し、具体的には、地方交付税、社会保険料・社会保険給付、家計間の仕

送り等である。 
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図７ 名目県内総生産（支出側）に対する需要項目別増加寄与度

民間最終消費支出 政府最終消費支出 民間総固定資本形成 公的総固定資本形成

在庫品増加 財貨・サービスの移出入（純）

・統計上の不突合

経済成長率

（％）（％）

年度

 

 

表５　名目県内総生産（支出側）表５　名目県内総生産（支出側）表５　名目県内総生産（支出側）表５　名目県内総生産（支出側）

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度

 1　民間最終消費支出 107,931 108,642 59.3 57.6 0.7            0.4         

(1)家計最終消費支出 105,268 105,723 57.9 56.1 0.4 0.3 

2,664 2,919 1.5 1.5 9.6 0.1 

 2　政府最終消費支出 40,190 41,168 22.1 21.8 2.4 0.5 

 3　県内総資本形成 35,470 40,071 19.5 21.2 13.0 2.5 

(1)総固定資本形成 37,885 39,239 20.8 20.8 3.6 0.7 

a民間 29,053 30,546 16.0 16.2 5.1 0.8 

b公的 8,832 8,693 4.9 4.6 -1.6 -0.1 

(2)在庫変動 -2,415 832 -1.3 0.4 － －

-1,680 -1,269 -0.9 -0.7 － －

(1)財貨・サービスの移出入（純） 4,019 5,480 2.2 2.9 － －

(2)統計上の不突合 -5,700 -6,750 -3.1 -3.6 － －

181,911 188,611 100.0 100.0 3.7            3.7         

項　　目
実額（億円） 構成比（％） 対前年度

増加率

（％）

増加

寄与度

（％）

(2)対家計民間非営利団体
   最終消費支出

 4　財貨・サービスの移出入

    （純）・統計上の不突合

 5　県内総生産（支出側）

　　（1+2+3+4）

 

 

 

 

 

 

 



２　参考図

  図８　県民経済計算の相互関連図（平成２７（2015）年度）

産 出 額

35兆3,799億円

県 内 総 生 産
（生産者価格表示）

18兆8,611億円

県 内 純 生 産
（生産者価格表示）

14兆7,937億円

県 内 要 素 所 得

13兆3,197億円

県 民 所 得
（要素費用表示）

13兆8,954億円 9兆6,510億円

県 民 可 処 分 所 得

16兆5,718億円

県内総生産(支出側) 民間最終消費支出＋政府最終消費支出＋県内総資本形成
 10兆8,642億円 4兆1,168億円 4兆 71億円

18兆8,611億円 ＋財貨・サービスの移出入(純)＋統計上の不突合

5,480億円 　△6,750億円

県 民 総 所 得
（市場価格）

19兆4,368億円

（注）各項目の枠は例示的に示したもので、枠の大きさと数値の大きさは相関していない。
　　　四捨五入により各項目の計が総計と一致しないことがある。

18兆8,611億円

支
　
出
　
面

5,757億円

県内総生産(支出側)

分
　
配
　
面

県民雇用者報酬 企業所得

3兆5,609億円

県民所得(要素費用表示)
1兆2,024億円

13兆8,954億円

県内雇用者報酬
営業余剰・
　混合所得

9兆6,514億円 3兆6,683億円

生
　
産
　
面

県内総生産(名目)(＝付加価値) 中間投入
（原材料等）

18兆8,611億円 16兆5,188億円

県内純生産(生産者価格表示) 固定資本減耗

14兆7,937億円 4兆674億円

県内要素所得

13兆3,197億円

1兆4,740億円

6,835億円

1兆4,740億円

県外からの所得(純)

財産所得

その他の経常移転(純)

生産・輸入品に課される税
－補助金

生産・輸入品に課される税
－補助金

県内総生産(生産側)＝産出額－中間投入額＝県内総生産(支出側)

県 民 所 得 ＝県内要素所得＋県外からの所得(純)

※要素費用表示の額＝市場価格表示の額－(生産・輸入品に課される税－補助金)
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３ 参考 
 

（１）  平成２７年度 本県をめぐる主な出来事 
 

※太字は県内あるいは九州の、その他は全国的な出来事 

平成２７年 ４月 日経平均株価が、15年ぶりに2万円台を回復（１０日） 

６月 安川電機に「ロボット村」が開業（１日） 安川電機に「ロボット村」が開業（１日） 安川電機に「ロボット村」が開業（１日） 安川電機に「ロボット村」が開業（１日） 

 ７月 

「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」が世界遺産に登録されるこ「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」が世界遺産に登録されるこ「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」が世界遺産に登録されるこ「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」が世界遺産に登録されるこ

とが決定（５日） とが決定（５日） とが決定（５日） とが決定（５日） 

長崎県のハウステンボスにロボットを活用した「変なホテル」が開業（１７日） 長崎県のハウステンボスにロボットを活用した「変なホテル」が開業（１７日） 長崎県のハウステンボスにロボットを活用した「変なホテル」が開業（１７日） 長崎県のハウステンボスにロボットを活用した「変なホテル」が開業（１７日） 

８月 中国の上海株の急落が世界同時株安へ連鎖（１８日）    

９月 ラグビーの日本代表がワールドカップで南アフリカに歴史的勝利（１９日）    

１０月 

環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）が大筋合意（５日、翌年２月に署名） 

ノーベル生理学・医学賞に大森智教授（５日）、またノーベル物理学賞に梶田隆章教授が

選ばれる（６日）。日本人２人が受賞者に 

プロ野球、福岡ソフトバンクホークスが２年連続日本一（２９日） プロ野球、福岡ソフトバンクホークスが２年連続日本一（２９日） プロ野球、福岡ソフトバンクホークスが２年連続日本一（２９日） プロ野球、福岡ソフトバンクホークスが２年連続日本一（２９日） 

１１月 国産初のジェット旅客機MRJが初飛行（１１日） 

１２月 
「113番元素の発見者が理化学研究所の研究グループ（森田浩介九州大学教授統括）」と「113番元素の発見者が理化学研究所の研究グループ（森田浩介九州大学教授統括）」と「113番元素の発見者が理化学研究所の研究グループ（森田浩介九州大学教授統括）」と「113番元素の発見者が理化学研究所の研究グループ（森田浩介九州大学教授統括）」と

国際純正・応用化学連合（IUPAC）が認定（３１日）、ニホニウムと命名国際純正・応用化学連合（IUPAC）が認定（３１日）、ニホニウムと命名国際純正・応用化学連合（IUPAC）が認定（３１日）、ニホニウムと命名国際純正・応用化学連合（IUPAC）が認定（３１日）、ニホニウムと命名 

平成２８年 １月 

マイナンバー制度が運用開始（１日）    

大関・琴奨菊が幕内初優勝（２４日）。日本出身力士の優勝は１０年ぶり 大関・琴奨菊が幕内初優勝（２４日）。日本出身力士の優勝は１０年ぶり 大関・琴奨菊が幕内初優勝（２４日）。日本出身力士の優勝は１０年ぶり 大関・琴奨菊が幕内初優勝（２４日）。日本出身力士の優勝は１０年ぶり 

トヨタがダイハツを完全子会社化することを発表（２７日）    

日本銀行「金融政策決定会合」において、新たな追加金融緩和策として「マイナス金利」

の導入を決定（２９日）    

2 月 新日鉄住金が業界第４位の日新製鋼を子会社化することを発表（１日）    

3 月 
「HAWKSベースボールパーク筑後」が筑後市に開業（１９日） 「HAWKSベースボールパーク筑後」が筑後市に開業（１９日） 「HAWKSベースボールパーク筑後」が筑後市に開業（１９日） 「HAWKSベースボールパーク筑後」が筑後市に開業（１９日） 

北海道新幹線、新青森駅～新函館駅間が開通（２６日） 

年（度）等データ  

２７年度の九州の自動車生産台数１３２万台 ３年ぶりの増加 

九州・沖縄 ２７年度の倒産件数７０１件 ４８年ぶりの低水準 

２７年度の消費者物価 前年度比０．２％上昇 ３年連続増 

２７年度の経常黒字１７兆８，６１８億円 ２年連続増 

２７年の１世帯当たり金融資産１，８０５万円 過去最高 

２７年度の外国人入国者２，１３６万人 過去最高 

２７年の出生数１０１万人 ５年ぶりの増加 
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（３）　主要経済指標

区分

項目名 基準・時点 単位 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度

5,091 5,102 127,083 127,095 総務省

( 0.0 ) ( 0.2 ) ( -0.2 ) ( 0.0 )

105.2 108.3 98.4 97.5 県調査統計課

( -0.3 ) ( 3.0 ) ( -0.5 ) ( -0.9 ) 経済産業省

106.2 109.4 97.5 96.4 県調査統計課

( -0.6 ) ( 3.0 ) ( -1.2 ) ( -1.1 ) 経済産業省

138.6 147.4 111.1 113.0 県調査統計課

( -1.2 ) ( 6.3 ) ( 4.1 ) ( 1.7 ) 経済産業省

消費者物価指数（総合） 102.7 104.2 103.4 103.6 総務省

(福岡市）(年度平均） ( 2.9 ) ( 1.4 ) ( 3.0 ) ( 0.2 )

11,031 10,912 273,103 266,850 九州電力（株）

( -5.2 ) ( -1.1 ) ( -4.0 ) ( -2.3 ) 電気事業連合会

19,464 18,796 549,896 530,207 九州電力（株）

( -4.1 ) ( -3.4 ) ( -2.5 ) ( -3.6 ) 電気事業連合会

8,539 8,255 263,186 255,926 九州電力（株）

( -1.1 ) ( -3.3 ) ( -1.2 ) ( -2.8 ) 電気事業連合会

3,060 3,128 67,021 67,923 経済産業省

( -1.6 ) ( 2.2 ) ( -2.8 ) ( 1.3 )

3,962 3,754 132,931 131,477 経済産業省

( -0.9 ) ( -5.2 ) （0.0） （3.3）

175,311 161,863 4,447,293 4,108,731 福岡県自動車販売店協会

( -8.6 ) ( -7.7 ) ( -7.9 ) ( -7.6 ) 福岡県軽自動車協会

36,722 41,437 880,470 920,537 国土交通省

( -11.9 ) ( 12.8 ) ( -10.8 ) ( 4.6 )

2,113 2,070 52,612 49,988 国土交通省

( -10.1 ) ( -2.0 ) ( -6.5 ) ( -5.0 )

99.0 99.0 103.6 105.8 県調査統計課

( -0.1 ) ( 0.0 ) ( 1.5 ) ( 2.1 ) 厚生労働省

1.50 1.72 1.69 1.86 福岡労働局

( 0.19 ) ( 0.22 ) ( 0.16 ) ( 0.17 )

1.00 1.16 1.11 1.23 福岡労働局

( 0.17 ) ( 0.16 ) ( 0.14 ) ( 0.12 )

113.4 114.3 112.9 113.4 県調査統計課

( 10.2 ) ( 0.8 ) ( 6.1 ) ( 0.4 ) 厚生労働省

企業倒産件数 352 346 9,543 8,684 （株）東京商工リサーチ

（負債総額1,000万円以上） ( 4.1 ) ( -1.7 ) ( -9.4 ) ( -9.0 )

28,623 26,865 837,948 752,204 門司税関

( 2.7 ) ( -6.1 ) ( -1.0 ) ( -10.2 ) 長崎税関

45,722 46,122 746,670 741,151 門司税関

( 5.3 ) ( 0.9 ) ( 5.4 ) ( -0.7 ) 長崎税関

（注）・各項目の上段は実数。

      　下段（ ）内は、対前年度増加率（単位：％)。ただし、新規求人倍率、有効求人倍率は前年差（単位：ポイント）。

・建築着工床面積は、全建築物計から居住専用住宅、居住専用準住宅及び居住産業併用建築物を除いたもの。

・電力年間使用量は、販売電力量合計から電灯使用量を除いたもの。
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(4) 県民経済計算の解説 

県民経済計算とは 

県民経済計算は、都道府県（以下県といいます）という地域区

分で、一定期間（会計年度）の経済活動の成果を計るもので「国

民経済計算」の県版といえます。 

経済活動は、企業等の生産活動によって新たな価値、つまり付

加価値が生み出され（「生産」）、その生産活動に参加した労働者

（家計）への賃金や企業の利潤等として分配され（「分配」）、分配

された付加価値を所得として家計が消費したり、企業等が投資を

行う（「支出」）という循環を繰り返しています。 

これら「生産」「分配」「支出」から評価した付加価値は、同一の

価値の流れを異なった側面から把握したもので、概念上の調整を

加えると、それぞれ等しくなります。（三面等価の原則） 

このように 3 側面から県民経済の循環と構造を計量的に把握す

ることによって、県経済の実態を包括的に明らかにし、県の総合的な経済指標として各種施策の企画・

立案等に活用することができます。またこのほかにも、国経済における本県経済の位置が明らかになる

とともに、各県経済相互間の比較が可能となり国経済の地域的分析、地域の諸施策に利用されていま

す。 

県民経済計算の概念と相互関連 

ア 県内概念と県民概念 

県内概念とは、県という行政区域内での経済活動を、たずさわった者の居住地にかかわりなく把握

するものです。一方、県民概念とは、県内に所在する企業等を含む県内居住者の経済活動を、活動

地域にかかわりなく把握するものです。 

県民経済計算では、生産と支出は県内概念（県内でどれだけ生産や消費・投資が行われたか）、

分配は県民概念（県内居住者がどれだけ所得の分配を受けたか）でとらえます。 

イ 総(グロス)と純(ネット) 

建物・機械設備などは、生産過程において年々減耗します。この減耗の価格分（固定資本減耗）

を含んだ形で評価した生産額を｢総(グロス)生産｣、控除して評価した生産額を｢純(ネット)生産｣とい

います。 

ウ 市場価格表示と要素費用表示 

市場価格表示とは、市場で売買される価格によって表され、消費税等の生産・輸入品に課される

税を含み、企業に対する補助金を控除したものです。一方、要素費用表示とは、生産主体が土地、

労働、資本などの生産要素に対して支払う費用の価格によって表したものです。 

エ 名目値と実質値 

名目値とは、物価変動の含まれている年々の時価で評価したものです。一方、実質値とは、名目

値の物価変動分を取り除いた値であり、いいかえればある基準年次の物価を評価基準とする価格と

して表したものです。実質化には次の方式があります。 

連鎖方式…常に前年の価格体系を基準にして、当年の伸び率を計算し、参照年を起点に、伸び

率を毎年かけあわせて評価。参照年（デフレーターが 100となる年）は 5年ごとに改定され、現在は平

成 23(2011)暦年。この方式では、加法整合性が成立しないため、内訳項目の合計は集計値と一致

しない。 

固定基準年方式…ある特定の年を基準とした価格体系で評価。 

一般的に固定基準年方式では、基準年から離れるほど経済実勢から乖離する傾向にあり、連鎖

経  済  活  動 

支 出 

 

生 産 

 

分 配 

 

三面等価 



方式では、基準年を毎年更新していくため固定基準年方式に比べ乖離は生じないとされています。 

なお、県民経済計算では、平成２３年基準から実質値は生産側、支出側とも連鎖方式を採用して

います。 

オ 諸系列の相互関連 

生産・分配・支出の相互関係については、９ページの図８「県民経済計算の相互関連図」をご参照

ください。 

 

用語等の説明 

○県内総生産（生産側） 

総資本形成に係る消費税 

消費税の課税業者が投資を行った際、その投資財に含まれる消費税については、自ら納める消

費税額から控除することができます。このため、課税業者が投資財の購入に要するコストは、消費税

抜きの額とみなすことができ、支出系列における資本形成の額は、消費税込みの額から課税業者が

受ける税額控除の額を差し引いたものを計上する方式をとっています。一方、生産系列から見ると、

付加価値の額はすべて消費税を上乗せした市場価格で評価せざるを得ないため、支出面と生産面

を一致させるために、各部門の付加価値の合計から消費税の投資税額控除額を一括して控除して

います。 

デフレーター 

   物価変動の影響を除いて、実質的な経済の成長を計測するために用いる指標のことで、参照年

又は基準年を 100 とした場合の財貨・サービスの価格を指数で表示したものをいいます。一般的に

は、「実質値」＝「名目値」÷「デフレーター」という関係になります。県内総生産（生産側）で用いた連

鎖方式では、産出額、中間投入額をそれぞれ実質化し、実質産出額から実質中間投入額を差し引

くことにより、実質県内総生産を求めています。 

○県民所得及び県民可処分所得の分配 

県民（県内）雇用者報酬 

労働を提供した雇用者に対価として分配されるものをいい、賃金・俸給（賃金、給料、手当など現

金で支払われるものや給与住宅差額家賃などの現物給与を含む）と雇主の社会負担（雇主の社会

保障基金や年金基金への負担額、退職一時金など）で構成されます。 

   なお、雇用者とは、個人事業主と無給の家族従業者を除く全ての就業者をいい、法人企業の役員、

特別職の公務員、議員等も含まれます。 

財産所得 

金融資産、土地などを賃借することで生じる所得のことで、預貯金の利子、株式や出資金に対す

る配当及び土地や特許権などの賃貸料などをいい、一般政府、家計、対家計民間非営利団体によ

り構成されます。 

企業所得 

営業余剰・混合所得に企業における財産所得の受取と支払の差額を加算したものであり、民間法

人企業、公的企業、個人企業により構成されます。 

生産・輸入品に課される税 

財貨・サービスの生産、販売、購入または使用に際して生産者に課せられる税及び税外負担で、

税法上損金算入が認められ、かつ、その負担が最終購入者に転嫁されるもので、生産コストの一部

を構成するものです。例としては、消費税・関税等の国内消費税、印紙税等の取引税、事業税、固

定資産税などがあげられます。また、日本中央競馬会納付金など特定の公的企業における収益の

一部も含まれます。 



補助金  

産業振興や製品の市場価格を下げるためなどの政策目的によって、政府から産業に対して一方

的に給付され、受給者側において収入として処理される経常的交付金をいい、公的企業の営業損

失を補うために支出される政府からの繰入もこの補助金に含まれます。補助金によって、その額だけ

市場価格が低められるため、負の生産・輸入品に課せられる税とみなすことができます。 

○県内総生産（支出側） 

財貨・サービスの移出入 

移出とは、県外への財貨・サービスの売り払いと、非居住者の県内での直接購入分から構成され、

一方、移入とは、県外からの財貨・サービスの買い入れと居住者の県外での直接購入分から構成さ

れています。 

なお、移出入には輸出入も含まれています。 

統計上の不突合 

県内総生産（生産側）と県内総生産（支出側）は、概念上一致すべきものですが、推計上の方法

や資料が異なっているために数値の食い違いを生ずることがあります。この食い違いの整合性を図る

ために設けられています。 

○その他 

帰属家賃 

実際には家賃を支払っていない自己所有住宅（持ち家）について、自らが住宅賃貸業を営み、自

らの住宅を通常の借家と同様の家賃で賃貸していると仮定し、それが市場の家賃ではいくらになる

か評価したものです。また、帰属家賃には、給与住宅等における実際の家賃と市場家賃との差額の

評価分（給与住宅差額家賃）も含まれています。帰属家賃は生産・分配・支出の各面で、次のように

計上されています。 

 

 生 産  …住宅自己所有者は住宅賃貸業を営んでいるものとされ、その帰属家賃は不動産業の

生産額に計上される。 

 分 配 …住宅賃貸業に伴う営業余剰は、個人企業の持ち家の所得として計上される。 

 支 出 …住宅自己所有者自らが帰属家賃相当を自らに支払っているものとされ、その家賃の額

は家計最終消費支出として計上される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５） 平成 23 年基準改定とは 

   国民経済計算では、概ね 5 年ごとに「産業連関表」、「国勢調査」などの結果を反映させて国民経済

計算の計数全体を改定する「基準改定」が行われており、県民経済計算でもこれに準拠し「基準改定」

を行っています。平成 17 年基準からの主な変更点は、以下のとおりです。 

 

① 基準年の変更 

デフレーターの基準年を平成17年から平成23年に変更しました。 

② 「経済活動別分類の変更」 

県内総生産（生産側）の「経済活動別分類」について、従来「産業」（市場生産者に相当）、「政府

サービス生産者」、「対家計民間非営利サービス生産者」（いずれも非市場生産者に相当）を３つに

区分した上で、それぞれの中でさらに内訳分類を行っていましたが、この区分を取り止めるとともに、

「サービス業」を「宿泊・飲食サービス業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」「教育」「保健衛

生・社会事業」「その他のサービス」とするなど、国民経済計算と同様、国際標準産業分類（第４版）と

可能な限り整合的となるよう細分化を行いました。 

③ 「研究開発（Ｒ＆Ｄ）」の資本化 

     従来は中間投入（中間消費）として扱われていました研究開発（Ｒ＆Ｄ）への支出を、総固定資本

形成として取り扱うことに変更しました。 

     市場生産者の学術研究機関に加え、企業内研究開発や非市場生産者（政府）及び非市場生産

者（非営利）に属する研究機関及び大学等が、Ｒ＆Ｄを産出するものとして取り扱うことになりました。 

④ 「所有権移転費用の扱い」の精緻化 

     資産の取得や処分に係る所有権移転費用について、その発生時に総固定資本形成として記録さ

れることになり、新たに住宅・宅地関連の売買に係る不動産仲介手数料を所有権移転費用として総

固定資本形成とすることに変更しました。 

⑤ 「保証（定型保証）の扱い」の精緻化 

     住宅ローン保証等のように小口化・定型化された保証取引（定型保証）については、非生命保険と

同様に金融資産・負債を計上するとともに、産出額等を記録することとしました。 

⑥ 「年金受給権の記録に係る勧告」 

     確定給付型の企業年金等の年金受給権は、発生主義による記録を貫徹することとし、家計に対

する債務として扱うこととしました。 

⑦ 「投資信託に係る留保利益」の扱い 

   投資信託の投資者の受け取る財産所得について、分配金を「利子」に含まれる扱いから「配当」へ

移管しました。また投資信託の投資者に帰属する投資所得は別項目として記録することにしました。 

⑧ その他の基準改定事項 

「中央銀行の産出の明確化」 

 中央銀行の産出額については生産費用の合計で計測し、そのうち受取手数料を除く部分につい

て、一般政府が消費するとともに、同額が中央銀行から一般政府に経常移転される扱いとしました。 

「生産・輸入品に課される税の範囲について」 

「事業税」について、「生産・輸入品に課される税」から「所得・富等に課される経常税」へ移管しま

した。 

 

 

詳しくは、「平成 27 年度国民経済計算年次推計（平成 23 年基準改定値）」に係る利用上の注意に

ついて(http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h27/sankou/pdf/tyui27.pdf）をご

参照ください。 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔この概要に対する問い合わせ先〕 

〒812-8577 福岡市博多区東公園 7 番 7 号 

福岡県企画・地域振興部調査統計課分析第二班 

電話 092（643）3185（ダイヤルイン） 

FAX 092（643）3192 

E-mail chosa@pref.fukuoka.lg.jp 

福岡県オープンデータサイト 

https://www.open-governmentdata.org/fukuoka-pref/ 


